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港湾が交通産業の基盤として 地域振興に大きな役割を果す乙とは，今更

説くまでもない乙とである。しかしながら，港湾が地域振興に果す役割と効

果は，経済発展の段階や地域経済の特性lζよってかなり異なるであろう乙と

は当然である。戦後わが国の国土政策は一貫して地方振興策をとっていたと

いって差支えないご 地域振興の主体は，国土レベルでみる限り，地方振興

であった。港湾を地域娠輿からみる限り，地方圏における港湾乙そが乙の問

題の格好の題材であったといえる。

しかるに戦後今日まで，地方圏の港湾を総体的iζ考察した乙とは少なかっ

た。昭和30年代中葉に発生した港湾の船混み問題以降，港湾が社会問習とし

て，あるいは港湾問題として，社会科学の対象になったり，政策論争になっ

たのは，主として大都市圏の大港湾であったといえる。本学会の創立以来の

検討蓄積も，まさしくそうした傾向であったといっても大きな誤ちはない。

もちろん，地方圏の個々の港湾を取上げた事例は数多くある。筆者も過去地

方闘の港湾iζ ついて報告した実績もある ~21 さらiζ本学会も，地方で開催さ
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れるのは．今年で9年の実績を誇っている。計画立案にあたっての検討も，

ー港毎に行われている実状からすれば，むしろ大都市圏の港湾より，はるか

に多いといえる。にもかかわらず，地方圏の港湾を総体的iζ考察した乙とが

極めて少ないのも事実である。本拙論での第一の問題意識は乙こにある。

第二の問題意識は，本年度大会での共通論題として取上げた「地方港湾J

が，港湾法lζ基づく港格としての地方港湾なのか，中央lと対する地方の港湾

なのか，いささか不明である。対象が大きく異なるから，場合によってはす

れ違いの可能性がある。本拙文では，かつて本学会として，特定重要港湾，

あるいは重要港湾として取上げた乙とがなかった乙と，開催地富山は地方港

湾が最も少ない県の一つであり，当然地方圏の港湾と意識しているであろう

と推理し，地方圏の港湾を取上げた次第である。ただし港絡としての地方港

湾と混同しないために， 「地方圏→港湾Jと書きかえて取上げる乙とにした。

1. 地援問題としての地方圏と港湾

わが国の歴史をかえりみると，国家成立以来その首都は，常lζ近畿地方か

関東地方に置かれていた。乙の乙とは近畿地方と関東地方が，他地方に比し

抜群の地域経済力を有していた証拠でもあろう。したがってこの二大経済地

域を結ぶ東海地方は，いつの時代でもわが国最大の主軸交通を軸に発展して

いた。関東と近畿と乙れを結ぶ東海は，長い歴史的蓄積の上に，わが国の主

要地域として君臨し，乙れが権力の所在地域としても認知されて，通常「中

央Jと認識されているといえよう。

乙れに対し「中央J以外の地域はいわゆる「地方」の概念で把えられてい

る。ただ筆者は，権力構造を強く意識して地域を把えようとしているのでは

なく，空間的問題として地域問題を把えようとしているため，大都市圏と地

方圏という把え方の方がより適切で、あると考えて，地方圏の港湾を把握する

ととにした。大都市圏とは結果的にいわゆる中央であり，巨大都市が発達し，

それが連担していわゆる東海道メガ、ロポリスといわれる地域で，わが国産業

lζしめる比重は極めて大きく領域によ っては 809ぢを越える程の集積を示し

ている~／



地域振興からみた地方圏港湾の発展と今後の課題 47 

乙れに対して地方圏は地域経済の基盤iζ第 l次産業を持ち，地方都市を中

心に独自の生活圏を展開しながら 国民経済的には大都市圏からの財政的ト

ランスファーに依存する構造を持つ地域である。乙のため大都市圏との聞に

生活水準格差があり，乙れの是正が地方仮興政策の原点となったといえる。

近時．工業の地方分散や地方定住傾向の顕在化で 生活水準の地域格差は著

しく縮少されてきたが，今なお高度成長期lζ形成された過密・過疎の傷跡は

深く，特有の地域問題が交通と関連して政策課題となっており，乙れが地方

そのものである。

わが国の狭い国土K，乙うした地域形成がなSれた乙とは，極めて興味深

い科学的課題であるが，同時に極めて大きな問題で，各分野からの総合的体

系的究明がなされなければならなし、。したがって軽々しく論じるのは，危険

であるが，集積地域，大都市圏として形成された首都圏，中京圏，京阪神圏

は，いずれも他の地方圏と対比して，いくつかの共通の条件を有している。

共通の条件は，その地域形成IL大きな役割を果したと考えても無理はないの

ではないかと考えられる。

乙うした仮説的推論を前提とした時，大都市圏はいずれも波静かな港と背

後lζ広大な平野を有している点に注目しなければならない。 乙の条件は，

古代から今日IC至るまで，海上交通と港湾整備に最も有利な条件を有してい

た国土条件であり，乙れが都市形成と地域経済の発展に寄与したであろうこ

とは，十分に考えられるであろう。

三大都市圏の形成K三大湾が大きな役割を果したであろうという推論は，

港湾整備の条件という視点からみたわが国の海域の中で，三大湾程条件の揃

った内海内湾が地方圏iζは存在しない ζとでも判明しよう。高度成長期瀬戸

内海の工業化・都市化が進展し，東海道メガロポリスは，瀬戸内海迄拡大し

て太平洋ベノレト地帯になったととは，三大湾につぐ海域として，瀬戸内海が

港湾整備上の諸条件を完備していたからに他ならない。

乙のように考えると，地方圏と大都市圏はなるべくしてなったという歴史

的背景の積み重ねという乙とが出来よう。乙の条件差は海上交通の持つ大量

輸送の利益を，長い歴史の中で享受出来た乙とと出来なかったζとの差でも
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ある。乙のため乙の条件を具備していない地方圏は，小量輸送，高価輸送の

陸上輸送IC:依存せざるを得なくなり，勢い交通体系としては支線交通IC:依存

する地域となって，低生産性の地域を形成する。こうした乙とは，古来，越

（乙し）の国，陸奥（みちのく）という地名の持つ意味lとも表わされている

といえよう。

ととろが戦後の高度成長期，臨海型重化学工業化を伴なう発展と地方振興

策が合致した乙ともあって 港湾開発が遅れていた地方圏K，史上未曽有の

港湾整備が進められた。地方圏が港湾整備を通して海から聞かれてきたのは，

江戸時代初期の東姐り航路，西週り航路開発以来の大事業で，地方圏の交通

体系IC少なからざる衝撃を与え とれが地方振興に大きな効果をもたらした

といって良い。

地方圏における港湾の評価は 第ーに歴史的にみてかつてないだけの港湾

整備が地方闘において行なわれたという事実を 素直に認めると乙ろにある

と考えられる。

2. 地方圏港湾の発展と地方振興への寄与

わが国を巨大都市の連担する東海道メガロポリスと，それ以外の地域に分

け，前者を大都市圏，後者を地方圏としてみると，それぞれの圏域での港湾

の発展はどんなであろうか。通常国土行政では，東京，神奈川，埼玉，千葉

の首都圏，愛知，三重の中京圏，京都．大阪，兵庫の近畿圏を大都市圏とし

ているが，乙乙では京都府の港湾が日本海側にしかない乙とから，乙れをi也

方圏lζ組み入れて， l都 l府5県の港湾を，大都市圏の港湾とし，それ以外

の港湾を地方圏の港湾と考えた。厳密lζは兵庫県内にも，日本海岸の港があ

るが，大阪湾，瀬戸内海側の比重は，甲種港湾では 100~ぢ（昭和55年）をし

めているため，兵庫県の場合は，県単位で資料解析を行う時は，日本海側の

実績を無視しでも，大局に影響ないと判断した。同様に局所的には，三重県

南部も過疎iと悩まされ，大都市圏から遠隔であるが，乙れも兵庫県同様の見

解とした。

乙のようにみてくると，先ず地方圏の港湾は，高度成長期後半，昭和40年
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代fC::急速に取扱貨物量の増大傾向を顕著化し，逆に三大湾を主体とする大都

市圏の港湾は，対全国比の比率を低下させてきた。 50年代に入り，乙の傾向

は落着き ，比率の変化が少なくなるが，乙れは東京湾での取級貨物量の比率

低下が止まった乙とにより，横這い傾向を続けた大阪湾，伊勢湾と合計して

全体で低下傾向が喰い止められたためである。しかしながら輸出貨物だけを

みると，大阪湾の比率低下が顕著で，近畿圏経済の地盤沈下と符合した結果

となっている。三大湾の動向については，本論の主旨でもなく，また別途報

告しである凶ので，乙乙では省略するが，乙の間地方圏の港湾は，外貿，自

動車航送貨物の着実な増大基調の中iとあった。昭和50年代iとなると落付きを

示すに至り，激増基調lとあった高度成長期とは，異なる状況下になりつつあ

る乙とを伺わせるようになってきている。

元来l也方圏の港湾は，大都市圏の港湾に比し いくつかの特徴を有してい

るととを第 1表から読みとる乙とが出来る。第ーに港湾総取扱貨物では，大

都市圏を上姐る実績を示しその上高度成長期を通しその差を鉱大させ，昭和

50年代Kは全国の58%台をしめるに至っている。乙の比率は人口比率を大き

く上姐っているもので，今や国民 l人当り港湾貨物量は，大都市圏住民より，

地方圏住民の方が多くなっているのである（第3表）。

地方圏の港湾貨物は，第 li表で判明するように，自動車航送貨物の激増が

港湾貨物増加の主役であり，実態的iζは増加したとはいえないのではないか

との疑問が生じよう。確かK自動車航送貨物を差引いた港湾貨物量を，仮り

に純港湾貨物量とした時，その圏域住民 1人当りの港湾取級貨物量の原単位

は，昭和55年で，大都市圏 18.0t，地方圏 16.5 tであり，地方圏住民の港

湾貨物量は，未だ大都市圏iζ及ばないといえる。しかし昭和40年には，乙れ

が9.0t対6.7 tであり，その差は大きかったものが，今日ではその差が極

めて小さくなり，乙の傾向が続けば，純港湾貨物量でも，地方圏が大都市圏

を上~るのは，近い将来であるといえる。

乙のような地方圏における港湾の発展，すなわち，港湾貨物の増加基調は，

どのような要因によるのであろうか。港湾貨物は素材または中間材が主体で

あり，臨海工業と結びついているものが多いのは周知の事実である。
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表・ 1 圏域別内外別出入別貨物量

~＊日 40 45 50 

総取扱貨物量 390.358 ( 47.2) 807,135 ( 45.9) 986,145 ( 41.4) 

外 貿 140,723 ( 17.0) 306, 773 ( 17.4) 363,250 ( 15.3) 
大

輸 出 20,690 ( 2.5) 43, 733 ( 2.5) 67,273 ( 2.8) 

輸 人
都

120,042 ( 14.5) 263,040 ( 15.0) 295,977 ( 12.4) 

内 貿 224.263 ( 27 .1) 377,052 ( 21.4) 429,831 ( 18.1) 

移 出
市

84,127 ( 10.2) 158,765 ( 9.0) 206,098 ( 8. 7) 

移 人 140.139 ( 16. 9) 217,287 ( 12,4) 223, 733 ( 9.4) 

自動車 25,373 ( 3.1) 
圏

123,310( 70) 193,066( 8.1) 

移 出 12,609 ( 1.5) 62,077 ( 3 5) 95,240 ( 4.0) 

移 人 12, 763 ( 1.5) 61,233 ( 3.5) 97 ,830 ( 4.1) 

総取扱貨物量 436,764 ( 52.8) 952,020 ( 54.1) 1,393,877( 58.6) 

外 貿 100,683 ( 12.2) 245,322 ( 13.9) 323, 104 ( 13.6) 

地 輸 出 8,959 ( 1.1) 16, 155 ( 0.9) 28,297 ( 1.2) 

輸 人 91'724 ( 11.1) 229, 14 7 ( 13.0) 294,807 ( 12.4) 

自動車 20 ( 0.0) 9 ( 0.0) 

内
方

貿 291,448 ( 35.2) 459,457 ( 26.1) 556,688 ( 23.4) 

移 出 175, 730 ( 21.2) 250.553 ( 14.2) 286,077 ( 12.0) 

移 入 115,715 ( 14.0) 209,903 ( 11.9) 273,611 ( 11.5) 

自動車 50.830 ( 6.1) 225,317 ( 12.8) 491,627 ( 20. 7) 

圏 移 出 25374( 3.1〕114,303 ( 6.5) 245,515 ( 10.3) 

移 入 25,456 ( 3.1) 111,014( 1.2) 246,108 ( 10.3) 

鉄道主主絡貨物 18,866 ( 2.3) 21,925 ( 1.2) 22,447 ( 0.9) 

全国総取扱貨物量 827,122 Q00.0) 1,759.155Q00.0) ~.380022( 100.Q) 

日本国港湾統計より作成

（） 必

単位 1,000t 

55 

1,154,668( 41.8) 

447,795 ( 16.2) 

106, 906 ( 3. 9) 

340,889 ( 12.4) 

502,390 ( 18.2) 

236, 495 ( 8. 6) 

265,896 ( 9.6) 

204,314 ( 7.4) 

101,834 ( 3. 7) 

102,477 ( 3. 7) 

1,604,864( 58.1) 

367,166 ( 13.3) 

45,589 ( 1.7) 

321,577 ( 11η 

1 ( 0.0) 

677,740 ( 24.6) 

346,432 ( 12.6) 

331,307 ( 12.0) 

543,964 ( 19.7) 

271,711 ( 9.8) 

272 255 ( 9. 9) 

16,161 ( 0.6) 

2,759.532000.0) 
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表・ 2 圏犠別内外別出入別伸び率

基準年：100

＼ ＼ ＼ 空 日 45/40 50/45 55/50 55/40 

総取扱貨物量 2 0 6. 8 I 2 2. 2 1 1 7. 1 2 95. 8 

外 貿 2 18. 0 118. 4 123. 3 3 18. 2 
大

輸 出 2 I 1. 4 15 3. 8 158. 9 5 16. 7 

輸 人 2 1 9. 1 11 2. 5 11 5. 2 2 84. 0 
都

内 貿 168. 1 114. 0 11 6. 9 2 2 4. 0 

移 出 188. 7 129. 8 11 4. 7 2 81. 1 
市

移 人 1 5 5. 1 103. 0 11 8. 8 189. 7 

自動車 48 6. 0 15 6. 6 105. 8 8 0 5. 2 
圏

移 出 4 9 2. 3 153. 4 106. 9 8 0 7. 6 

移 入 4 79. 8 159. 8 1 0 4. 8 8 4 7. 7 

総取扱貨物量 2 18. 0 146. 4 1 I 5. 1 3 6 7. 4 

外 貿 2 43. 7 1 3 1. 7 113. 6 3 6 4. 7 

輸 出 18 0. 3 1 7 5. 2 1 6 1. 1 5 08. 9 

地 輸 人 2 4 9. 8 128. 7 1 0 9. 1 3 5 0. 6 

自動車 4 5. 0 11. 1 

内 貿 157. 6 121. 2 1 2 1. 7 2 3 2. 5 
方

移 出 142. 6 11 4. 2 1 2 1. 1 1 9 7. 1 

移 人 181. 4 130. 4 1 2 1. 1 2 8 6. 3 

圏 自動車 44 3. 3 2 1 8. 2 1 1 0. 6 1 0 7 0. 2 

移 出 4 5 0. 5 2 1 4. 8 11 0. 7 1 0 7 0. 8 

移 入 4 3 6. 1 2 21. 7 11 0. 6 1 0 6 9. 5 

鉄道連絡貨物 1 1 6. 2 102. 4 7 2. 0 8 5. 7 

全国総取扱貨物量 2 12. 7 135. 3 1 1 5. g 3 3 3. 6 

日本国港湾統計より作成
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表・ 3 圏域別 l人当り港湾貨物量推移

幽域 項盲～＼一旦和 40 45 50 55 

大 人口（国勢調査） 40.400 45 580 50.288 52 748 

都
（千人）

市
港湾貨物室（t) 390.358 807 135 986 145 1 154.668 

圏 l人当り貨物量（t) 9.66 17.71 19.61 21.89 

士山 人口（国勢調査（千） 
57 875 58 140 61 652 64.309 

人）

方 港湾貨物量 Ct) 436 764 952 020 1 393 877 1,604,864 

闘
l人当り貨物量（t) 7.55 16.37 22.61 24.96 

注 1) 大都市幽とは人口では埼玉，東京，千葉，神奈川，愛知， 三重，京都，

大阪，兵庫の9都府県だが，港湾貨物では埼玉，京都を除く 7都府県であ

る。

国勢調査，日本国港湾統計より作成

表. 4 圏域別工業出荷額の推移
( ）労

高瓦＼＼里！日 40 45 50 54 

全 国 294 889 690,348 1 274,329 1 842 574 

（億円） (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

大都市圏 182 488 417 630 706 461 1,005,304 

（億円） ( 61.9) ( 60.5) ( 55.4) ( 54.6) 

地 方 圏 112 401 272,718 567 868 837,270 

（億円） ( 38.1) ( 39.5) ( 44.6) ( 45.4) 

工業統計表より作成
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また同時iζいわゆる雑貨として海上交通に依存し，港湾を利用している貨物

も，その大部分は工業製品て、ある。したがって港湾貨物の動向は，工業の動

向と一致すると考えられよう。

第4表は，わが国の工業出荷舗を大都市圏と地方圏iζ分額し，その推移を示

したものである。乙れによると，昭和40年に全国工業の60%以上をしめた大

都市圏の工業は，漸次低下傾向を顕著化して，昭和54年iζは559ぢを割る水準

にまでなっている。乙れに反し 当然地方圏の工業は着実に成長発展してい

る乙とが伺える。乙の動向は 着実に地方箇の比率を増大させた港湾貨物と

同じであると言えるが， 40年以降，一貫して50%以上の比率を示している港

湾貨物とは逆K，増加しているとはいえ末だfC50%以下の水準で，港湾貨物

1 t当りの工業出荷額は 地方圏が大都市圏iと比しでかなり低水準で、あるこ

とを物語っている。乙れは地方闘の工業が，大都市圏iζ比して，低生産性の

業種が立地し，港湾を使用しているからであろう。

しかしながら．わが国の高度成長を支えた重化学工業は，いずれも三大港

・瀬戸内海で80%前後をしめているという解析結果も出ている。 仮りに瀬

戸内海を除き，大都市圏のみに絞ったとしても， 65～709ちの水準であろう

ζとは，容易に見通し得る。乙の乙とからも地方闘の港湾を支える工業は，

装置系基幹資源型工業でなく 地方資源型工業が大量に港湾貨物を稼いでい

るのではなし、かと考えられる。戦後の港湾開発が，輸出コンテナ貨物の地方

分散には寄与しないのK対し，木材港の地方分散には大いに貢献したという

解析結果の報告 •8 1 が乙れを証明しよう。

いずれにせよ地方圏における港湾貨物の着実な比率増大が，地方歯の工業

発展IL寄与しかっ地方圏の所得水準向上に密接に関連している乙とは大略伺

い知る乙とが出来，その点では地方圏港湾の発展を評価することが出来よう。

地方圏の港湾発展を十分評価し得ると してその発展は各地方均等に発展し

たのか。第5表はそれlと対する解答を得るべく作成 したものである。港湾貨

物総量でみると，との15年間，四国， 九州、｜，中国の順で対全国比を伸ばし，

大都市圏周辺，北海道が比率を低下させている。全体的fCは西高東低の傾向

であるが， ζ制立工業発展の地方別傾向と若干異なる傾向のように思える。そ
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表.5 地方圏における地方別港湾貨物の推移

昭和40年 昭和40年（純） 昭和55年

北 海 道 47,398 ( 5. 7) 41,002 ( 54) 141,860( 5.1) 

東 東 北 25, 752 ( 3.1) 19,428 ( 2.6) 91,032 ( 3.3) 

日 本 海 15,556 ( 1.9) 15,556 ( 2.1) 64,896 ( 2. 4) 

大都市圏周辺 48,053 ( 5.8) 47,038 ( 6.2) 140.152 ( 5.1) 

中

四

九

全

国 115, 158 ( 13.9) 104,920 ( 13. 9) 426,817 ( 15.5) 

国 61,145 ( 7.4) 53,731 ( 7.1) 270.773 ( 9.8) 

州、｜ 123,620 ( 14.9) 117,055 ( 15.5) 465,512 ( 16.9) 

国 821 .122 a oo.o) 757,426 (100.0) b,759‘532 (100.0) 

庄1) 地域区分は下記の通り

東東北 ：青森，岩手，宮城，福島

日本海 ：秋田，山形，新潟，富山，石川， 福井

大都市幽周辺 茨城，静岡， 和歌山， 京都

2) 40年ILは沖縄を含まず。

3) （純）は自動車航送貨物，鉄連貨物を含まない港湾貨物

臼本国港湾統計より作成

単位 lOOOt
（）内全国比 %

昭和55年（純）

87,310 ( 4.4) 

60.989 ( 3.1) 

52,345 ( 2. 6) 

132,327 ( 6.6) 

281,608 ( 14.]) 

75, 943 ( 3.8) 

326,009 ( 16.3) 

1,995,091 Cl00.0) 

乙で自動車航送貨物と鉄道連絡貨物を除いたものでl5年間の動向を把握して

みると，大部異なる結果となる。すなわち， 0.5 %以上対全国比を上昇させ

た地方は，九州，日本海，東東北であるのに対し，四国， 北海道の低下が目

立っている。四国は元来大阪および対岸との交流貨物の全量ともいえるもの

が，内航海運に依存していたが，乙のうちの相当部分が自動車貨物iζ転じ，

自動車航送貨物に転移したものと考えられる。乙の結果が自動車航送貨物を

含めた場合は比率鉱大，含めない時は低下という逆の数値を示す乙とになっ

たもので，四国の物流構造の抜本的変化を読みとる乙とが出来よう。

また従来港湾貨物の比重が小さかった日本海，東東北のいわゆる東北 ・北

陸で，著しい増大をみたのも，陸上交通依存地域から，多種交通導入の成果
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として，地域の基本構造を変革させるのに大きな役割を果している乙とを伺

い知る乙とが出来る。

3. 地方振興に果した港湾の役割

前章では港湾を経済活動の場として把え，経済活動の指標を港湾貨物量iζ

置き換えて，地方圏の港湾を大都市圏の港湾との対比の上で考察してきた。

その結果，経済活動の場としてみた場合，乙のl5年間，地方圏の港湾は着実

な発展軌跡をたどり，地方振興lζ十分寄与している乙とが伺い得た。

しかし地方闘の港湾は，大は大都市圏の港湾にひけをとらない特定重要港

湾から．小は過疎地の地方港湾まで，規模も機能も多様であり，大港湾が連

続し，小港湾がほとんどない大都市圏（三大湾）の港湾とは，基本的lζ異な

るといえる。大都市圏，地方圏を問わず対外貿易や圏内海上交通の幹線を支

える拠点としての港湾は，直接的に国民経済を支え，地域経済の重要拠点と

なっているから，その評価を行うに当っては，経済活動から評価をして大き

な過ちはないといえる。

しかしながら地方圏ではそのような港湾ばかりではない。第 6表lζ示すよ

うに取扱貨物量だけからみると，年間5万t以下の貨物しか取級わない港湾

が約500港存在する。 そのうちの 90%以上は地方圏にある。大都市闘にあ

る港湾といっても，三大湾内にある港湾は皆無に近い状態であり，貨物取扱

量の小規模な小港湾は，地方圏港湾の一つの特徴であるといえる。

取依貨物量が小規模であるとはし、え，乙れら港湾の地域社会に果す役割は，

大都市圏の港湾に対比し，軽々しく小さいといえるものではない。とれらの

港湾は，離島港湾lζ代表されるように，コミュニティの核そのものであった

り，あるいは通勤や通学の窓口であったりする。また沖合を通る内航船や漁

船にとっては，安全な避難場所であり，生活物資や郵便，新聞等文化が運ば

れてくる玄関でもある。まさに規模は小さく，経済活動は国民経済的にとる

に足らなくとも，地域住民iととっては，生活の基盤となっている港湾である。

またζれらの港湾の中には多くの個性の強い港湾が入っている。十和田湖

の体屋，琵琶湖の長浜のような湖沼観光の中心になっている港湾，松島のよ
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うな海洋観光の拠点港，京都伏見のような歴史的港湾，湘南港のような海洋

スポーツの一大線拠地，石狩港のような建設途上の港湾等，港湾貨物には縁

がなくても，特定の領域では大きな実績を上げ地域社会に貢献し，地域経済

からみても枢要の役割を果している港湾が多い。地方闘には，乙う した物流

と臨海工業とは縁が薄いが 地域的に重要な役割を果している港湾が多いの

が，大都市圏と対比した時，特徴的な性格として指摘する乙とが出来るので

ある。

地方圏の港湾が地域住民の生活と密接にかっ直接的に関わりつつ，地域的

個性と結びついた港湾も含めてその特性を指摘出来るとしても，それが全て

ではない。乙れらの港湾が地方圏の地域住民の生活を支える重要な役割を果

しているが，一方経済活動の拠点となっている港湾も極めて重要な役割を果

しているのである。

地方圏が大都市圏との対比で最も大きな課題となるのは，経済発展の立遅

れと，乙れに起因する生活水準の格差である。 したがって経済活動の拠点と

なる港湾の重要性は，大都市圏より地方圏の方が大きいとさえ言えよう。

以上の乙とをとりまとめると，地方圏の港湾は，大都市圏の港湾と異なり，

地域経済・社会iζ対し，経済活動の拠点としての役割と生活基盤としての役

割とを有しているといえる。さらに地方の時代を迎えて地方圏の港湾は，地

方定住促進に寄与すると共に，地方圏の可能性を引き出す拠点としての役割

も有しているといえるが，その鍛］果は長期的であることから，現在ただちに

評価するのは難しい一面も有していると考えられよう。

地方圏港湾が本来的に持つ乙の二つの役割は，港湾背後地域の経済発展と

関連し，個々の港湾を取り上げれば，その一つだけが強く出ている港湾もあ

り，その両面を有している港湾もあるといえよう。

4. 日本経済および地方振興政策の変化と地方圏港湾

昭和48年の石油危機を契機K 日本経済は発展基調も産業構造も大きく転

換させた。当然、政府の政策も新政策が要求され，新しい経済体市IJIL:即応する

ものとなった。国土政策も新しい開発理念、と戦略が求められ，第三次全国総
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表・ 6 府県別貨物取扱小規模港湾数（昭和55年）

北海道 。 4 和歌山 。 3 2 

青森 2 3 。鳥取 。 3 

岩手 。 。 島 根 11 58 7 

宮城 2 岡山 13 12 3 

秋田 。 2 。広島 3 10 。
山 形 。 。 1 山口 3 3 4 

福島 2 。 4 徳島 。 2 

荻城 3 香 川 2 32 6 

千葉 2 。愛媛 。 6 9 

東京 2 2 5 高知 。 6 4 

神奈川 。福岡 。
新潟 。 。 。佐貿 2 

富 山 。 。 。長崎 5 11 11 

石川 4 1 熊本 。 16 13 

福井 。 1 大分 5 4 

静岡 4 宮崎 2 6 2 

愛知 2 3 2 鹿児島 37 64 6 

三重 6 3 沖縄 。 7 5 

滋賀 3 。
京都 1 1 。大都市圏 11 20 14 

大阪 2 。地方幽 90 266 98 

兵庫 6 4 全国 101 286 112 

日本国港湾統計より作成
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合開発計画（三全総）が策定された。高度成長期より深刻化した過密・過

疎という地域問題は．緩和の基調が見えてきたものの問題の抜本的解決は依

然ほど遠く，解決には長期を要すると判断され，前計画通り「大都市抑制・

地方振興Jを旗印にしているものの人口・産業の地方定住（定着） 化，巨大

都市の集積力の低下，経済発展の基調変化，国民欲求の多様化，高度化，高令

化社会の到来等政策をとりまく社会 ・経済条件は一変したといって良い。

乙うした状況の変化は，地方圏の港湾をめぐる環境も大きく変化させた。

高度成長期，地方圏港湾を躍進させた原動力である臨海工業は，一転設備過

剰に落ち込み．新規設備投資は全く期待出来ない状況になった。乙のため臨

海工業の導入を基軸iζ港湾の開発を進める方策は全くといって良い程社会的

要請がなくなり，地方圏の港湾でも臨海工業の導入を狙って開発を進めてい

た港湾は，石油危機以降路線変更を強いられる乙ととなった。特K石油危機

発生時，開発工事途上の新設港湾では，その後工事は概成化しでも企業進出

がなくなり，地坂経済の上でも，地方圏の港湾行政の上でも大きな課題を背

負い込んだ。昭和37年策定された第 1次全国総合開発計画iと基づく新産業都

市建設計画は，加工貿易の基地を地方圏の拠点に建設整備しようというもの

で，それまでの歴史には見られないだけの規模で地方圏の港湾整備が政策的

lζ取上げられたといえる。新産業都市の建設計画地区に指定された地区は，

40年代中葉に基盤整備が概成化したため 乙れらの地区は曲りなりにも産業

導入や地域経済の振興K寄与した。それぞれの地区は地区毎κ達成率で差は

あるものの，当初の目的を達成しつつあるといえる。特に40年代の都市化の

基調とも合致した地区での，苫小牧，仙台等港湾は，旺盛な需要lζ支えられ，

広域的な経済闘の中絞的港湾として成長していった。ζれは戦前Kはみられ

なかった新しい海逮市場の開拓であり山 地域経済にとっては新しい交通体

系の確立と共κ新産業導入の拠点として機能するという大きな役割を果した。

しかし新産都市地区の大方の成功を追いかけるように，新たK建設整備に着

手した港湾が，石油危機iζ直面したわけである。

しかしその後，石油危機以降のエネノレキ‘高価格時代の到来は，日本経済と

しては否応なくエネノレギー供給の多角化と危機対策の強化を求められ，新た
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1ζエネノレギー港湾の誕生をみた。乙のエネノレギー港湾は，開発余地を喪失し

た大都市圏では対応出来ず，いずれも地方圏の港湾が乙れに対応したのであ

る。乙のエネ Jレギー港湾は，国際情勢に基づき国民生活の必要上から誕生し

た港湾であるが，それだけlと地域経済・社会との関係は全く異なるものとい

えよう。

一方石油危機以降，大きく変革したわが国の産業構造の変化は，地方固に

おいても顕著に表われてきて，新規導入産業は，臨海型重化学工業から，高

度技術型工業へと変化した。乙の結果，地方圏での産業構造は，一部地域で

大きく変りつつある。日本経済のこうした構造変化は，主要製品の世界生産

にしめる日本のシェアをみれば一回瞭然であり仙 同時に世界経済の中の動

向だけに，外国貿易を念頭iζ考えていなければならず，乙れら産業の展開が

地方闘の港湾iζ影響をどのように与えるのか注目されると乙ろである。

また世界有数の生活水準を誇示し得るようになった国民生活，大都市との

生活水準格差を縮少した地方圏での住民生活，量から質への消費性向の変化，

多様化した国民意識，長男長女時代の新しい地方圏の社会とそれによる変化

等は， 長い間の巨大都市集中基調から地方定住化傾向が顕著化してきた。乙

れに伴なって地方都市での生活環境施設整備が大きく取上げられるようにな

り，地方都市の臨海部に新たな要請をと生じるようになった。乙れにより地

方圏の港湾は，本来持っている生活基盤としての役割を近代的lζ整備する要

請を受けるようになってきたといえよう。

以上のように最近における経済および生活の変化と，これに伴なう地方振

興政策の変化κ対し，地方圏港湾は新たな対応を迫られているといえる。地

方定住時代の基本的政策である第3次全国総合開発計画は，その後定住圏整

備等新たな政策展聞により，地方自らの政策立案が行われるようになってき

ている。この中で地方圏の港湾が，地域住民の生活圏と直結して見直されよ

うとしているのは，大都市圏の港湾lζはない大きな地方特有の基調であり，

それ相応の課題を有する。ω

しかし重化学工業化が進展した高度成長期初期のように，地方振興lζ対し

て港湾が持っていた絶対条件としての必要性は，必要条件として総合的条件
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整備の一つへと変化してきているように思えてならない。乙のため定量的に

把握すれば， 高度成長期のようにはし、かないが，地方振興を着実Iζ進めねば

ならなくなっている地方圏の動向IC対し 港湾も十分対応しなければならな

くなっているといえよう。

特IC日本経済の成長率の低下，世界経済の動向，きびしい財政問題等を考

え合わせればいたずらに施設鉱張や埋立を進めるのではなく ，流通コストの

低減化や，地域経済への十分な寄与を果せる港湾として，内部的充実と，他

分野との総合性，斉合性を十分iと得た利用し易い港湾整備が求められてきて

いるといえよう。

5. 結びにかえて

地方圏の港湾を総括して論旨展開するという乙とは，所詮単発論文では無

茶な取り組みである。しかし従来の港湾論が，大都市圏の港湾や，外貿定期

船港の港湾産業論等，地方圏の港湾を度外視した議論が多かった乙とも事実

である。乙の意味で今回地方圏の港湾を地方都市で共通論題として取り上げ

たのは， 重大な意味を有していると考えざるを得ない。

その企てに寄与するため，無茶を承知で取上げてみたが，精綴な論究はな

し得ないながらも，地方圏特有の港湾問題を，以上の考察からも取り上げ得

る。それをとりまとめると以下の点があげられるのではないかと考えている。

第ーに地方圏の港湾は，全体としてみるとわが国経済の中で，大都市圏港

湾に劣らない重要性を有している。港湾貨物だけでみても全国の約60%をし

め， しかも40年以降急速にその比率を高めており，政策的にも地方圏港湾の

重要視がより望まれているといえる。

第二lζ高度成長期，不定期船貨物の地方分散化，外貿コンテナ貨物の大都

市集中が進んだとの報告 o~Iともあるように，輸出機能の弱体化が，地方経済
の自立性，完結性欠如を表わしており，今後の地方振興政策と相まって外貿

定期船港の配置が課題となるであろう乙とを伺い知る乙とが出来る。

第三iζ地方の伸長と，大都市圏との格差縮少は，地方にとってモータリゼ

ーションの進展と切り離しては考えられない問。乙れにより生活圏も変化し
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た刷。地方圏の港湾は乙れlζ大いに寄与し，地方特有の総合交通体系形成iζ

重要な一翼を担っている。今後とも地方圏の交通体系整備に対し，その一貫

としての機能分担が期待されている。

第四lζ大都市圏の港湾iζ見られない特徴は生活基盤としての役割という，

経済的考察からは伺い知れぬ大きな役割を担っている。乙の問題を考える時，

政策も学界での研究成果も，従来あまりにも経済的効果に偏重した検討だっ

たのではなし、かと反省せざるを得なし、。同時にζの役割を科学的に分析する

手法の開発等，新たな課題を内包していると考えぎるを得ない。

第五lζ地方圏は外部不経済の鉱大や資源の制約が大きい大都市圏と異なり，

今後なお柔軟に対応していく乙とが期待されている。日本経済の長期展望は，

国際化，高令化，成熟化が進むといわれている司が，乙れはなお経済社会が

変動する乙とを意味しており，地方圏の港湾は可能性が大きいだけに，より

柔軟な対応をし得るようにしていなければならないであろう。将来の日本経

済のためにも地方圏の港湾は重要な役割を果すと期待されよう。

第六iζ港湾をとりまく経済社会の変化を考え合わせる時，地方圏の港湾が

持つ特性も十分IC::踏まえて，港湾が地方経済や地域社会に十分寄与し得る仕

組みが常iζ適切であるよう対応している乙とが重要である。乙れは同時に地

方圏の港湾とは言え，国民経済の一翼を担う以上，地方の意志と見解だけで

対応されるのにも問題があり，地域住民の合意を得つつ，かつ適切に展開し

得る行政の科学化，体系化が内在しているように思える。
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